














①設計条件等の整理
　②法令上の諸条件の調査及び関係機関との打

合せ
　③上下⽔道、ガス、電⼒、通信等の供給状況の

調査及び関係機関との打合せ
　④基本設計⽅針の策定
　⑤基本設計図書の作成
　⑥概算⼯事費の検討
　⑦基本設計内容の建築主への説明等

　①要求等の確認
　②法令上の諸条件の調査及び関係機関との打

合せ
　③実施設計⽅針の策定
　④実施設計図書の作成
　⑤概算⼯事費の検討
　⑥実施設計内容の建築主への説明等

　①設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説
明等

　②⼯事材料、設備機器等の選定に関する設計
意図の観点からの検討、助⾔等

　①⼯事監理⽅針の説明等
　②設計図書の内容の把握等
　③設計図書に照らした施⼯図等の検討及び報

告
　④⼯事と設計図書との照合及び確認
　⑤⼯事と設計図書との照合及び確認の結果報

告等
　⑥⼯事監理報告書等の提出

　①請負代⾦内訳書の検討及び報告
　②⼯程表の検討及び報告
　③設計図書に定めのある施⼯計画の検討及び

報告
　④⼯事と⼯事請負契約との照合、確認、報告等
　⑤⼯事請負契約の⽬的物の引渡しの⽴会い
　⑥関係機関の検査の⽴会い等
　⑦⼯事費⽀払いの審査



■建築物の敷地の選定に係る企画業務
■資金計画等の事業計画の策定に係る企画業務
■⼟質や埋蔵⽂化財に係る調査業務　など

■住宅性能評価に係る業務
■省エネルギー法に基づく省エネルギーのための判断に係る
業務

■

■耐震診断等の評価に係る業務
■建築物の防災計画の作成に係る業務
■建築主が第三者に有償で委託した設計の代替案に関する
評価に係る業務
■設計に係る成果図書に基づく詳細⼯事費の算定に係る業
務
■⻑期優良住宅普及促進法に基づく計画の作成に係る業務
■建築主と⼯事施⼯者の⼯事請負契約の締結に関する協⼒
に係る業務
■成果図書以外の資料（別添⼀及び別添四に掲げるものを
除く法令手続のための資料、竣⼯図等）の作成

■⾵洞実験等の実施
■第三者への説明　など

■規模が著しく⼤きい⼜は⼩さい場合（床⾯積の合計が別
添三の最⼤値超⼜は最⼩値未満である場合）の設計等
の業務
■建築物の増改築、修繕・模様替え⼜は設計変更の場合の
設計等の業務

■複合建築物（複数の類型が混在する建築物）である場合
の設計等の業務　など

■いわゆる標準設計による場合の設計等の業務
■複数の建築物について同⼀の設計図書を⽤いる場合の
設計等の業務

■設計内容が特に芸術的性格が強い場合の設計等の業務
■極めて特殊な構造⽅法等を採⽤する場合の設計等の業
務　など





（標準的なもの）

⾞庫、倉庫、⽴体駐⾞場等

組⽴⼯場等

体育館、武道館、スポーツジム等

事務所等

店舗、料理店、スーパーマーケット
等

公営住宅、社宅、賃貸共同住宅、
寄宿舎等

幼稚園、⼩学校、中学校、⾼等学
校等

⼤学、専⾨学校等

ホテル、旅館等

病院、診療所等

保育園、⽼⼈ホーム、⽼⼈保健
施設、リハビリセンター等

公⺠館、集会場、コミュニティセン
ター等

⼾建住宅

⼾建住宅

⼾建住宅

（複雑な設計等を必要とするもの）

⽴体倉庫、物流ターミナル等

化学⼯場、薬品⼯場、⾷品⼯場、特殊
設備を付帯する⼯場等

屋内プール、スタジアム等

銀⾏、本社ビル、庁舎等

百貨店、ショッピングセンター、ショール
ーム等

分譲共同住宅等

　　―

⼤学（実験施設等を有するもの）、専
⾨学校（実験施設等を有するもの）、
研究所等

ホテル（宴会場等を有するもの）、保養
所等

総合病院等

多機能福祉施設等

映画館、劇場、美術館、博物館、図書館、
研修所、警察署、消防署等

　　―

　　―

　　―



◆構造・設備の難易度が⾼い場合は標準業務量に倍数
を乗じて調整します。構造の業務量については、建築物
の形状や敷地
倍数を、設備の業務量については、導⼊する設備の機

ます。（告⽰別添三参照）
◆標準業務内容のうち、⼀部の業務のみを⾏う場合は、そ
れに応じて業務量を削減します。（なお、公共建築の設
計等において、個々の業務の実情を考慮した上でいわ
ゆる依頼度のような係数を設定し、業務量を削減するこ
とは、略算⽅法の考え⽅になじむものと考えられますが、
単純にあらかじめ統⼀的な係数を設定することは、不適

切なものと考えられます。）
◆建築物の規模が著しく⼤きいまたは⼩さい場合（床⾯
積の合計が略算表の最⼤値より⼤きい場合や最⼩値
より⼩さい場合）は、これらの規模のサンプル数が⼗分
でなく、信頼ある業務量を⽰すことができないため、略算
⽅法によることはできません。

◆略算⽅法は、単⼀⽤途の建築物を新築する場合の業
務量を⽰したものです。建築物の増改築、修繕・模様替
え⼜は設計変更の場合、複合建築物（複数の類型が混
在する建築物）の場合は、別途適切な⽅法により算定
する必要があります。
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基本設計 （１）設計条件等
○○㎡

⼯事施⼯段階で設計者が・・実施設計に関する業務
実施設計

（２）・・・ ・
・
・
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